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企業会計基準適用指針第 28 号「税効果会計に係る会計基準の適用指針」 

企業会計基準適用指針第 28号「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（最終改正 2025年 3月 11日）を次のように改正する（改正部分に下

線を付している。）。 

 

1 日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 6 号「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針」の公表日 
2 日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 10 号「個別財務諸表における税効果会計に関する実務指針」の公表日 

改正後 改正前 

企業会計基準適用指針第 28 号 

税効果会計に係る会計基準の適用指針 

1998年（平成 10年） 5月 12日 1 

1998年（平成 10年）12月 22日 2 

日本公認会計士協会 

会 計 制 度 委 員 会 

改正 2018年（平成 30年）2月 16日 

改正 2022年 10月 28日 

改正 2024年 3月 22日 

改正 2025年 3月 11日 

最終改正 2026年 7月 7日 

企業会計基準委員会 

企業会計基準適用指針第 28 号 

税効果会計に係る会計基準の適用指針 

1998年（平成 10年） 5月 12日 1 

1998年（平成 10年）12月 22日 2 

日本公認会計士協会 

会 計 制 度 委 員 会 

改正 2018年（平成 30年）2月 16日 

改正 2022年 10月 28日 

改正 2024年 3月 22日 

最終改正 2025年 3月 11日 

企業会計基準委員会 

 

本適用指針は、2026年 1月 9日までに公表された次の修正が反

映されている。 

・ 企業会計基準第 37号「期中財務諸表に関する会計基準」

（2025 年 10月 16日公表） 
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改正後 改正前 

・ 企業会計基準第 41号「後発事象に関する会計基準」（2026

年 1月 9日公表） 
 

目 的 

1.  本適用指針は、企業会計審議会が 1998 年（平成 10年）10月に

公表した「税効果会計に係る会計基準」（以下「税効果会計基準」

という。）を適用する際の指針を定めるものである。なお、連結貸

借対照表の作成基準のうち税効果会計については、「連結財務諸表

原則」に定めがあるが、本適用指針が優先して適用される。 

目 的 

1.  本適用指針は、企業会計審議会が 1998 年（平成 10年）10月に

公表した「税効果会計に係る会計基準」（以下「税効果会計基準」

という。）を適用する際の指針を定めるものである。 

適用指針 

用語の定義 

4.  本適用指針における用語の定義は、次のとおりとする。 

(1)  （略） 

(2)  「法人税等」とは、法人税その他の課税対象利益を基礎と

する税金をいう。 

(3)～(10) （略） 

(11) 「法定実効税率」とは、課税対象利益に対する法令上規定

された税率に基づく税負担の比率をいう。 

適用指針 

用語の定義 

4.  本適用指針における用語の定義は、次のとおりとする。 

(1)  （略） 

(2)  「法人税等」とは、法人税その他利益に関連する金額を課

税標準とする税金をいう。 

(3)～(10) （略） 

(11) 「法定実効税率」とは、グループ通算制度を適用する場合

を除き、次の算式によるものをいう（[設例 10]）。 
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改正後 改正前 

 

 

 

 

 

(12) 「国税」とは、課税主体が国である税金のうち課税対象利

益を基礎とする税金に該当するものをいう。 

(13) 「地方税」とは、課税主体が地方公共団体である税金のう

ち課税対象利益を基礎とする税金に該当するものをいう。 

法定実効税率 ＝ 

法人税率×（1＋地方法人税率＋住民税率） 

＋事業税率＋事業税率（標準税率） 

×特別法人事業税率 

1＋事業税率＋事業税率（標準税率） 

×特別法人事業税率 

（新 設） 

 

（新 設） 

5.  本適用指針に、企業会計基準第 27号「法人税等に関する会計基

準」（以下「法人税等会計基準」という。）第 4 項に定義されてい

る用語が使われている場合、当該用語の定義に従う。 

5.  本適用指針に、企業会計基準第 27号「法人税、住民税及び事業

税等に関する会計基準」（以下「法人税等会計基準」という。）第

4 項に定義されている用語が使われている場合、当該用語の定義

に従う。 

会計処理 

連結財務諸表固有の一時差異の取扱い 

子会社に対する投資を一部売却した場合の取扱い 

（子会社に対する投資の一部売却後も親会社と子会社の支配関係が継

続している場合における親会社の持分変動による差額に対応する法

人税等相当額についての売却時の取扱い） 

28.  子会社に対する投資を一部売却した後も親会社と子会社の支配

関係が継続している場合、連結財務諸表上、当該売却に伴い生じ

会計処理 

連結財務諸表固有の一時差異の取扱い 

子会社に対する投資を一部売却した場合の取扱い 

（子会社に対する投資の一部売却後も親会社と子会社の支配関係が継

続している場合における親会社の持分変動による差額に対応する法

人税等相当額についての売却時の取扱い） 

28.  子会社に対する投資を一部売却した後も親会社と子会社の支配

関係が継続している場合、連結財務諸表上、当該売却に伴い生じ
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改正後 改正前 

た親会社の持分変動による差額に対応する法人税等に相当する額

（子会社への投資に係る税効果の調整を含む。）（以下「法人税等

相当額」という。）については、売却時に、「法人税等」などの適

切な科目を相手勘定として資本剰余金から控除する（[設例 4-

1]）。 

（後 略） 

た親会社の持分変動による差額に対応する法人税等に相当する額

（子会社への投資に係る税効果の調整を含む。）（以下「法人税等

相当額」という。）については、売却時に、法人税、住民税及び事

業税などその内容を示す科目を相手勘定として資本剰余金から控

除する（[設例 4-1]）。 

（後 略） 

子会社に対する投資を売却した時の親会社の持分変動による差額に

対する法人税等及び税効果についての取扱い 

（親会社の持分変動による差額が生じている場合に子会社に対する投

資を売却した時の法人税等についての取扱い） 

31.  子会社に対する投資の追加取得や子会社の時価発行増資等に伴

い生じた親会社の持分変動による差額を資本剰余金としている場

合、当該子会社に対する投資を売却した時に、当該資本剰余金に

対応する法人税等相当額について、「法人税等」などの適切な科目

を相手勘定として資本剰余金から控除する（[設例 4-4]）。 

子会社に対する投資を売却した時の親会社の持分変動による差額に

対する法人税等及び税効果についての取扱い 

（親会社の持分変動による差額が生じている場合に子会社に対する投

資を売却した時の法人税等についての取扱い） 

31.  子会社に対する投資の追加取得や子会社の時価発行増資等に伴

い生じた親会社の持分変動による差額を資本剰余金としている場

合、当該子会社に対する投資を売却した時に、当該資本剰余金に

対応する法人税等相当額について、法人税、住民税及び事業税な

どその内容を示す科目を相手勘定として資本剰余金から控除する

（[設例 4-4]）。 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税法及び税率 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率 

46.  法人税などの国税について、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に用いる税率は、決算日において国会で成立している法人税

法等（法人税などの国税の税率が規定されている税法をいう。以

下同じ。）に規定されている税率による。 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税法及び税率 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率 

46.  法人税、地方法人税及び特別法人事業税（基準法人所得割）に

ついて、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率は、

決算日において国会で成立している法人税法等（法人税、地方法

人税及び特別法人事業税（基準法人所得割）の税率が規定されて

いる税法をいう。以下同じ。）に規定されている税率による。 
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改正後 改正前 

47.  住民税（法人税割）、事業税（所得割）などの地方税（以下「住

民税等」という。）について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に用いる税率は、決算日において国会で成立している地方税法

等（住民税等の税率が規定されている税法をいう。以下同じ。）に

基づく税率による。 

47.  住民税（法人税割）及び事業税（所得割）（以下合わせて「住民

税等」という。）について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に用いる税率は、決算日において国会で成立している地方税法等

（住民税等の税率が規定されている税法をいう。以下同じ。）に基

づく税率による。 

49.  第 48 項(2)②イに定める差分を考慮する税率を算定するにあた

っては、例えば、次の方法がある。 

(1)～(2) （略） 

49.  第 48 項(2)②イに定める差分を考慮する税率を算定するにあた

っては、例えば、次の方法がある（[設例 11]）。 

(1)～(2) （略） 

適用時期等 

65-4. 2025 年に改正した本適用指針（以下「2025年改正適用指針」と

いう。）の適用時期は、2025 年に改正された企業会計基準第 27号

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（以下「2025年

改正法人税等会計基準」という。）の適用時期と同様とする。 

（後 略） 

適用時期等 

65-4. 2025 年に改正した本適用指針（以下「2025年改正適用指針」と

いう。）の適用時期は、2025 年に改正された法人税等会計基準（以

下「2025 年改正法人税等会計基準」という。）の適用時期と同様

とする。 

（後 略） 

65-6. 2026 年に改正した本適用指針（以下「2026年改正適用指針」と

いう。）の適用時期は、2026 年に改正された法人税等会計基準の

適用時期と同様とする。 

（新 設） 

議 決 

68-5. 2026年改正適用指針は、第 580回企業会計基準委員会に出席し

た委員 11名全員の賛成により承認された。 

議 決 

（新 設） 
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改正後 改正前 

結論の背景 

経 緯 

73-4. 2025 年改正適用指針では、2024 年年次改善プロジェクトにお

いて 2026年改正前の企業会計基準第 27号「法人税、住民税及び

事業税等に関する会計基準」における特別法人事業税の取扱いの

明確化を行うための改正を行ったことを受け、所要の改正を行っ

ている。 

2025年改正適用指針では、法定実効税率の算式に、特別法人事

業税の基準法人所得割額（地方税法の規定により計算した所得割

額（税率については地方税法に規定する標準税率による。））によ

って課すもの（以下「特別法人事業税（基準法人所得割）」という。）

の税率が含まれることを明確化するとともに、繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に用いる税率に関する定めに関して、特別法

人事業税（基準法人所得割）について法人税及び地方法人税と同

様の取扱いが行われることを明確化した。 

結論の背景 

経 緯 

73-4. 2025 年改正適用指針では、2024 年年次改善プロジェクトにお

いて法人税等会計基準における特別法人事業税の取扱いの明確化

を行うための改正を行ったことを受け、所要の改正を行っている。 

73-5. 2026 年改正適用指針では、2026 年に改正された法人税等会計

基準において、その適用対象となる税金の定め方及び損益計算書

における表示科目の例についての記述の見直しを行ったことを受

け、また、2026 年に公表した企業会計基準第 43号「『税効果会計

に係る会計基準』の一部改正（その 3）」（以下「税効果会計基準一

部改正（その 3）」という。）において、税効果会計基準における

（新 設） 
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改正後 改正前 

「法人税等」の定義の見直しを行ったことを受け、所要の改正を

行っている。 

用語の定義 

74-2. （削 除） 

用語の定義 

74-2. 2025 年改正適用指針では、2025 年改正法人税等会計基準にお

いて特別法人事業税（基準法人所得割）について事業税（所得割）

と同様の取扱いが要求されることを明確化したことに伴い、法定

実効税率の算式に特別法人事業税率が含まれることを明確化する

こととした（本適用指針第 4項(11)参照）。 

74-3. 2026 年改正適用指針では、2026 年に改正された法人税等会計

基準において、その適用対象となる税金に関する原則的な定めを

置いたことに伴い、法定実効税率の定義に関して、具体的な税金

の名称を使用した算式を削除し、定義を見直すこととした（本適

用指針第 4項(11)参照）。 

（新 設） 

会計処理 

税効果会計の目的 

税効果会計の対象となる税金 

91.  税効果会計基準一部改正（その 3）による一部改正前の税効果

会計基準及び同注解では、法人税その他利益に関連する金額を課

税標準とする税金が「法人税等」とされており、法人税等には、

法人税のほか、都道府県民税、市町村民税及び利益に関連する金

額を課税標準とする事業税が含まれるとされていた。 

会計処理 

税効果会計の目的 

税効果会計の対象となる税金 

91.  本適用指針は、税効果会計の対象となる税金について、「利益に

関連する金額を課税標準とする税金」とする税効果会計基準の取

扱いを引き継いでいる（第 4項(2)及び第 6項参照）。 

したがって、例えば、収入金額その他利益以外のものを課税標

準とする事業税（付加価値割及び資本割）及び住民税の均等割は、
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改正後 改正前 

2026 年に改正された法人税等会計基準において、「課税対象利

益を基礎とする税金」（法人税等会計基準第 4 項(2))を定義した

ことを受け、税効果会計基準一部改正（その 3）では、税効果会

計基準の「第一 税効果会計の目的」の定めを改正し、法人税そ

の他の課税対象利益を基礎とする税金を「法人税等」とした（税

効果会計基準一部改正（その 3）第 2項及び BC2項）。法人税等に

該当するものの例として、我が国では、法人税、住民税（法人税

割）、事業税（所得割）などが挙げられる。2026 年改正適用指針

では、税効果会計基準一部改正（その 3）にあわせて法人税等の

定義を見直したが（本適用指針第 4項(2)参照）、法人税等に該当

する税金は従来と同様であり、税効果会計の対象となる税金に関

して変更を意図するものではない。 

したがって、例えば、収入金額その他利益以外のものを課税標

準とする事業税（付加価値割）、事業税（資本割）及び住民税（均

等割）は、課税対象利益を基礎とする税金に該当しないため、税

効果会計の計算に含まれる税金ではない。また、特定同族会社に

適用される留保金課税は、各事業年度の留保金額が一定の額を超

える場合に追加して課される金額（法人税法第 67 条）であるた

め、税効果会計の計算には含まれない。 

税効果会計の計算に含まれる税金ではない。また、特定同族会社

に適用される留保金課税は、各事業年度の留保金額が一定の額を

超える場合に追加して課される税金（法人税法第 67条）であるた

め、税効果会計の計算には含まれない。 

連結財務諸表固有の一時差異の取扱い 

子会社に対する投資を一部売却した場合の取扱い 

（子会社に対する投資を一部売却した後も親会社と子会社の支配関係

が継続している場合における親会社の持分変動による差額に対応す

連結財務諸表固有の一時差異の取扱い 

子会社に対する投資を一部売却した場合の取扱い 

（子会社に対する投資を一部売却した後も親会社と子会社の支配関係

が継続している場合における親会社の持分変動による差額に対応す
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改正後 改正前 

る法人税等相当額についての売却時の取扱い） 

117. （前 略） 

このため、子会社に対する投資を一部売却した場合、売却に伴

い生じた親会社の持分変動による差額に対応する法人税等相当

額について、連結財務諸表上、「法人税等」などの適切な科目を相

手勘定として資本剰余金から控除することとした（本適用指針第

28項参照）。 

る法人税等相当額についての売却時の取扱い） 

117. （前 略） 

このため、子会社に対する投資を一部売却した場合、売却に伴

い生じた親会社の持分変動による差額に対応する法人税等相当

額について、連結財務諸表上、法人税、住民税及び事業税などそ

の内容を示す科目を相手勘定として資本剰余金から控除するこ

ととした（本適用指針第 28項参照）。 

子会社に対する投資を売却した時の親会社の持分変動による差額に

対する法人税等及び税効果についての取扱い 

（親会社の持分変動による差額に対して繰延税金資産又は繰延税金負

債を計上していた場合の子会社に対する投資を売却した時の取扱

い） 

123-2.2022 年に改正された企業会計基準第 27 号「法人税、住民税及

び事業税等に関する会計基準」（以下「2022 年改正法人税等会計

基準」という。）では、企業の純資産に対する持分所有者との直接

的な取引のうち、損益に反映されないものに対して課される当事

業年度の所得に対する法人税、住民税及び事業税等について、純

資産の部の株主資本の区分に計上することとした（2022年改正法

人税等会計基準第 5項(1)及び第 5-2項(1)）が、これに伴って、

前項の会計処理を見直すか否かが論点となった。 

（後 略） 

子会社に対する投資を売却した時の親会社の持分変動による差額に

対する法人税等及び税効果についての取扱い 

（親会社の持分変動による差額に対して繰延税金資産又は繰延税金負

債を計上していた場合の子会社に対する投資を売却した時の取扱

い） 

123-2.2022年に改正された法人税等会計基準（以下「2022年改正法人

税等会計基準」という。）では、企業の純資産に対する持分所有者

との直接的な取引のうち、損益に反映されないものに対して課さ

れる当事業年度の所得に対する法人税、住民税及び事業税等につ

いて、純資産の部の株主資本の区分に計上することとした（2022

年改正法人税等会計基準第 5項(1)及び第 5-2項(1)）が、これに

伴って、前項の会計処理を見直すか否かが論点となった。 

（後 略） 

保有する完全子会社株式を株式数に応じて比例的に配当（按分型の配

当）し子会社に該当しなくなった場合の取扱い 

保有する完全子会社株式を株式数に応じて比例的に配当（按分型の配

当）し子会社に該当しなくなった場合の取扱い 
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改正後 改正前 

124-5.2024年改正適用指針の審議の過程において、自己株式等会計適

用指針第 10 項(2-2)で定められた取引において当期税金が生じる

場合、2026 年改正前の企業会計基準第 27 号「法人税、住民税及

び事業税等に関する会計基準」第 5項に従い当該取引に係る法人

税、住民税及び事業税等を損益に計上すべきか否かについて検討

を行った。この点、自己株式等会計適用指針第 10項の柱書に基づ

き、配当の効力発生日における配当財産の時価と適正な帳簿価額

との差額を損益に計上し、当該損益が課税対象となる場合には、

損益計算書において当該損益に対応する税金を計上した上で、株

主資本等変動計算書において配当財産の時価をもってその他資本

剰余金又はその他利益剰余金（繰越利益剰余金）を減額する。こ

れに対して、自己株式等会計適用指針第 10項(2-2)で定められた

取引では、適正な帳簿価額をもってその他資本剰余金又はその他

利益剰余金（繰越利益剰余金）を減額するため損益を計上しない

が、まず損益計算書において配当財産の時価と適正な帳簿価額と

の差額及び当該差額に係る税金に関する会計処理を行い、この会

計処理を踏まえて、株主資本等変動計算書において配当財産の価

額をもって配当の会計処理を行うという考え方は自己株式等会計

適用指針第 10 項の柱書の場合と同じであるべきと考えられる。

また、配当によるその他資本剰余金又はその他利益剰余金（繰越

利益剰余金）の減額処理に対して課税されるものではない。これ

らを踏まえると、当該取引に係る法人税、住民税及び事業税等は

損益に計上すると考えられる。 

124-5.2024年改正適用指針の審議の過程において、自己株式等会計適

用指針第 10 項(2-2)で定められた取引において当期税金が生じる

場合、法人税等会計基準第 5 項に従い当該取引に係る法人税、住

民税及び事業税等を損益に計上すべきか否かについて検討を行っ

た。この点、自己株式等会計適用指針第 10項の柱書に基づき、配

当の効力発生日における配当財産の時価と適正な帳簿価額との差

額を損益に計上し、当該損益が課税対象となる場合には、損益計

算書において当該損益に対応する税金を計上した上で、株主資本

等変動計算書において配当財産の時価をもってその他資本剰余金

又はその他利益剰余金（繰越利益剰余金）を減額する。これに対

して、自己株式等会計適用指針第 10 項(2-2)で定められた取引で

は、適正な帳簿価額をもってその他資本剰余金又はその他利益剰

余金（繰越利益剰余金）を減額するため損益を計上しないが、ま

ず損益計算書において配当財産の時価と適正な帳簿価額との差額

及び当該差額に係る税金に関する会計処理を行い、この会計処理

を踏まえて、株主資本等変動計算書において配当財産の価額をも

って配当の会計処理を行うという考え方は自己株式等会計適用指

針第 10項の柱書の場合と同じであるべきと考えられる。また、配

当によるその他資本剰余金又はその他利益剰余金（繰越利益剰余

金）の減額処理に対して課税されるものではない。これらを踏ま

えると、当該取引に係る法人税、住民税及び事業税等は損益に計

上すると考えられる。 
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改正後 改正前 

子会社等が保有する親会社株式等を当該親会社等に売却した場合の

連結財務諸表における法人税等に関する取扱い 

144. 連結子会社における親会社株式の売却損益（内部取引によるも

のを除いた親会社持分相当額）の会計処理は、親会社における自

己株式処分差額と同様にその他資本剰余金を加減することとされ

ている（企業会計基準第 1 号「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」第 16 項）。この会計処理に関連し、自己株式

等会計適用指針第 16 項では、連結子会社における親会社株式の

売却損益及び持分法の適用対象となっている子会社等における親

会社株式等の売却損益は、関連する法人税等を控除後のものとす

るとされている。 

（後 略） 

子会社等が保有する親会社株式等を当該親会社等に売却した場合の

連結財務諸表における法人税等に関する取扱い 

144. 連結子会社における親会社株式の売却損益（内部取引によるも

のを除いた親会社持分相当額）の会計処理は、親会社における自

己株式処分差額と同様にその他資本剰余金を加減することとされ

ている（企業会計基準第 1 号「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」第 16項）。この会計処理に関連し、自己株式

等会計適用指針第 16 項では、連結子会社における親会社株式の

売却損益及び持分法の適用対象となっている子会社等における親

会社株式等の売却損益は、関連する法人税、住民税及び事業税を

控除後のものとするとされている。 

（後 略） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税法及び税率 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率 

（法人税などの国税に関する税率） 

148. （略） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税法及び税率 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率 

（法人税、地方法人税及び特別法人事業税に関する税率） 

148. （略） 

149. この公布日を基準とする取扱いについては、3 月末日を決算日

とする企業において、当事業年度に税法を改正するための法律が

当該決算日前までに国会で成立していても、官報による公布が当

該決算日間際までなされないことが多く、決算手続や業績予測等

の実務的な対応に困難を伴うなどの意見が聞かれた。このため、

実務を安定的に行うことができるようにする観点から、2016 年

（平成 28年）3月に公表した税率適用指針では、法人税及び地方

149. この公布日を基準とする取扱いについては、3 月末日を決算日

とする企業において、当事業年度に税法を改正するための法律が

当該決算日前までに国会で成立していても、官報による公布が当

該決算日間際までなされないことが多く、決算手続や業績予測等

の実務的な対応に困難を伴うなどの意見が聞かれた。このため、

実務を安定的に行うことができるようにする観点から、2016 年

（平成 28年）3月に公表した税率適用指針では、法人税及び地方
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改正後 改正前 

法人税について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる

税率は、決算日において国会で成立している法人税法等に規定さ

れている税率によることとした。 

法人税について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる

税率は、決算日において国会で成立している法人税法等に規定さ

れている税率によることとした（第 46項参照）。 

150-2.（削 除） 150-2.2025 年改正適用指針では、特別法人事業税が 2019 年 3月 27日

に成立した「特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法

律」（平成 31 年法律第 4 号）（以下「特別法人事業税等法」とい

う。）の規定に基づく国税であるため、繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に用いる税率に関する定めに関して、特別法人事業税

（基準法人所得割）について法人税及び地方法人税と同様の取扱

いが行われることを明確化することとした（本適用指針第 46 項

参照）。 

150-3.2026年改正前の本適用指針では、個別の税金の名称を挙げて繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率に関する定めを

置いていたが、2026 年に改正された法人税等会計基準において、

その適用対象となる税金の定め方の見直しを行ったことを受け、

2026年改正適用指針において、国税及び地方税の定義を置くとと

もに、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率の定め

につき、課税主体に着目した税金の分類により文言の見直しを行

った（本適用指針第 4項(12)及び(13)、第 46項並びに第 47項参

照）。 

（新 設） 
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[設例 2] 租税特別措置法上の諸準備金等に係る将来加算一時差異の取扱い（償

却資産） 

 

（前 略） 

 

3. 将来加算一時差異の金額と固定資産圧縮積立金との関係図及び表示例 

(1) 関係図 

（略） 

 

(2) 表示例 

本設例における処理を前提として、A 社の①貸借対照表、②損益計算書及び③株主資

本等変動計算書を作成すると、次のとおりになる。 

 

① 貸借対照表     

（略）       
       
② 損益計算書       
  第 X1 期  第 X2 期 

  自 X0 年 4 月 1 日 
至 X1 年 3 月 31 日 

 自 X1 年 4 月 1 日 
至 X2 年 3 月 31 日 

・・・       

・・・       

税引前当期純利益   4,000   4,000 

法人税等、住民税及び事業税   900   1,230 

法人税等調整額      300   △   75 

税金費用法人税等合計     1,200      1,155 

当期純利益     2,800      2,845 

       
       
③ 株主資本等変動計算書       
（略）     

 

設例を次のように改正する（追加は下線、削除は取消線で示している。）。 
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[設例 4] 子会社に対する投資に係る一時差異の取扱い 

 

[設例 4-1] 子会社に対する投資の一部売却（投資の一部売却後も親会社と子

会社の支配関係が継続している場合） 

 

1. 前提条件 

(1)～(8) （略） 

 

（表 1）～（表 2） （略） 

 

（表 3）P社の個別損益計算書における A社株式の売却に係る影響額の算定 

（ ）：貸方 

 X7年 3月期  

売却額 (300)  

売却原価（取得原価） 200   

売却益（税金費用控除前） (100)  

法人税等､住民税及び事業税（30％） 30  (＊) 

法人税等調整額 －   

売却益（税金費用控除後） (70)  

(＊) P 社の法人税等、住民税及び事業税に係る税率は 30％とする。 

 

2. 会計処理（連結修正仕訳） 

(1)～(2) （略） 

 

(3) X7年 3月期（A社株式の売却時） 

①～④ （略） 

 

⑤ A 社株式の売却に伴う親会社の持分変動による差額に係る法人税等相当額の計上

（第 28 項参照） 

(借) 資本剰余金(*6) 18 (貸) 法人税等、住民税及び事業税 18 

(*6)～(*7) （略） 

（表 4）（略） 

 

（参考2） 売却直前の子会社に対する投資の個別貸借対照表上の投資簿価（以下の表では

「個別上の簿価」という。）及び連結貸借対照表上の価額（以下の表では「連結上

の価額」という。）並びに投資の売却価額との関係 
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    売却直前の 
個別上の簿価 

    売却直前の 
連結上の価額 

     
売却価額 

 
子会社株式 

売却益 

            親会社の 
持分変動による

差額 

    

 

100 
(30) 

              

60 
(18) 

 

300 

      留保利益及び 
のれんの償却 

累計額 

  (※2)   

       40 
(12) 

 

240 

    

   (※1)       

    
 
 

 

200 

        

    

 
 
 

        

    
 
 

 

        

(注) 上記の（ ）内の金額は法人税等及び税効果である。 

(※1) （略） 

(※2) 当該差額は、親会社の持分変動による差額であり、投資の一部売却後も親会社と子会社

の支配関係が継続している場合、資本剰余金に計上し、関連する法人税等は資本剰余金か

ら控除する（連結会計基準第29項及び（注9）(2)）。したがって、投資の売却時に、当該差

額に対応する法人税等相当額（18）について、法人税等、住民税及び事業税を相手勘定と

して資本剰余金から控除することとなる（本適用指針第28項参照）。 
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[設例 4-2] 子会社に対する投資の全部売却（追加取得がない場合） 

 

1. 前提条件 

(1)～(8) （略） 

 

（表 1）～（表 2） （略） 

 

（表 3） P社の個別財務諸表及び連結財務諸表における B社株式の売却益の算定 

       X5年 3月期  （ ）：貸方 

 個別財務諸表  連結財務諸表 

売却額 (1,200)  (1,200) 

売却原価    

 取得原価(a) 1,010   1,010  

 利益剰余金の増加 －   80  

売却益（税金費用控除前） (190)  (110) 

法人税等､住民税及び事業税 57  (b) 57  

法人税等調整額 －   (24) 

売却益（税金費用控除後） (133)  (77) 

(a) （略） 

(b) P 社の法人税等、住民税及び事業税に係る税率は 30％とする。 

 

（後 略） 

 



 
 

- 17 - 

[設例 4-3] 子会社に対する投資の全部売却（追加取得がある場合） 

 

（前 略） 

 

2. 会計処理（連結修正仕訳） 

(1)～(2) （略） 

 

(3) X4年 3月期（S社株式の売却時） 

①～② （略） 

 

③ S社株式の売却益に対する課税 

(借) 法人税等、住民税及び事業

税 

3 (貸) 資本剰余金(*7) 3 

(*7) S 社株式の売却益に対する法人税、住民税及び事業税等について、追加取得に伴い生じた親会

社の持分変動による差額に対して課税された法人税、住民税及び事業税等は資本剰余金から控除

する（法人税等会計基準第 5-2 項(1)）（本適用指針第 31 項参照）。 

資本剰余金から控除する法人税、住民税及び事業税等の額 3＝X2 年 3 月期の追加取得により生

じた資本剰余金 10×法定実効税率 30％（法人税等会計基準第 5-4 項） 

 

なお、P 社の個別財務諸表及び連結財務諸表における S 社株式の売却益は（表 3）の

とおりとなる。 

（表 3） P社の個別財務諸表及び連結財務諸表における S社株式の売却益の算定 

       X4年 3月期  （ ）：貸方  

 個別財務諸表  連結財務諸表  

売却額 (1,340)  (1,340)  

売却原価     

 取得原価(a) 1,140   1,140   

 資本剰余金の減少 －   (10)  

 利益剰余金の増加 －   110  (c) 

売却益（税金費用控除前） (200)  (100)  

法人税等､住民税及び事業税 60  (b) 63  (d) 

法人税等調整額 －   (33) (e) 

売却益（税金費用控除後） (140)  (70)  

(a) （略） 

(b) P 社の法人税等、住民税及び事業税に係る税率は 30％とする。 

(c) （略） 

(d) 連結財務諸表に計上される法人税等、住民税及び事業税 

＝個別財務諸表に計上された法人税等、住民税及び事業税 60＋上記 2.(3)③で計上した法

人税等、住民税及び事業税 3 



 
 

- 18 - 

(e) （略） 

（参考） （略） 
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[設例 4-4] 子会社に対する投資の全部売却（追加取得があり、かつ、子会社株

式の売却の意思決定と同一の事業年度に売却が行われる場合） 

 

（前 略） 

 

2. 会計処理（連結修正仕訳） 

(1) （略） 

 

(2) X3年 3月期（S社株式の売却の意思決定及び売却時） 

追加取得により生じた親会社の持分変動による差額に対応する法人税等相当額の計上

（第 31 項参照） 

(借) 法人税等、住民税及び事業

税 

3 (貸) 資本剰余金(*2) 3 

(*2) 資本剰余金 3＝X2 年 3月期の追加取得により生じた資本剰余金 10×法定実効税率 30％ 

 第 31 項に従って、株式売却の仕訳に加えて当該仕訳を行う。S 社に対する投資について、資本

剰余金とした親会社の持分変動による差額に対応する法人税等相当額 3 を、資本剰余金から控除

する（第 124 項参照）。 



 
 

- 20 - 

[設例 5] 在外子会社の留保利益及び為替換算調整勘定に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債 

 
（前 略） 

 

2. 会計処理（連結修正仕訳） 

(1)～(2) （略） 

 
(3) X3年 3月期 

①～③ （略） 

 

（参考） X3 年 3 月期における配当金の受取り及び S 社株式の売却に関連する損益計算書

上の該当項目及び影響額 

   （単位：千円）  

 （P 社） 

個別損益計算書 

  

連結損益計算書 

 

受取配当金 27,000   －   

S 社株式売却損 △11,000  (a) △24,000  (c) 

税引前当期純利益／税金等調整

前当期純利益（△純損失） 
16,000  

 
△24,000  

 

法人税等、住民税及び事業税 195  (b) 195   

法人税等調整額 －   7,005   

税金費用法人税等合計 195   7,200  (d) 

当期純利益／親会社株主に帰属

する当期純利益（△純損失） 16,195   △16,800  

 

(注) △は借方。 

(a) （略） 

(b) 法人税等、住民税及び事業税の金額は次のとおり算定される。 

受取配当金 27,000×11.5％＝ △3,105  

S 社株式売却損△11,000×30％＝  3,300  

 195  

(c) （略） 

(d) 連結損益計算書上の法人税等調整後の税金費用法人税等合計 7,200（貸方）は、税金等調整前

当期純損失△24,000 に法定実効税率 30％を乗じた金額と一致する。 
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[設例 7] 未実現損益の消去に係る一時差異の取扱い 

 
[設例 7-1] 未実現利益の消去に係る一時差異の取扱い 

 
1. 前提条件 

(1)～(6) （略） 

 

（表 1）P社及び S社の損益計算書及び貸借対照表並びに連結財務諸表の一部 

【財務諸表】        

【損益計算書】      （△：費用） 

 X1 年 3 月期  X2 年 3 月期 

 S 社  P 社  S 社  P 社 

売上高 1,000       1,300  

売上原価 △600       △1,000  

売上総利益 400       300  

 （略）        

税引前当期純利益 400       300  

法人税等、住民税及び事業税

(＊) 

△80       △90  

当期純利益 320       210  

【貸借対照表】        

 （略）        

棚卸資産   1,000      

 （略）        

(＊)法人税等、住民税及び事業税の税率は、P社が 30％、S社が 20％とする。 

 

【連結財務諸表】      

（略） 

 

2. 会計処理（連結修正仕訳） 

(1) （略） 

 

(2) X2年 3月期 

①～③ （略） 

 

（参考）連結損益計算書（税金等調整前当期純利益以下） 
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＜X1年 3月期＞         （△：費用） 

 未実現利益消去前 

単純合算 

 未実現利益の  

消去仕訳 

 連結損益計算書 

税金等調整前当期純利益 400   △400   －  

法人税等、住民税及び事業税 △80   －   △80  

法人税等調整額 －   80   80  

税金費用法人税等合計 △80   80   －  

当期純利益 320   △320   －  

非支配株主に帰属する当期純利益 △64   64   －  

親会社株主に帰属する当期純利益 256   △256   －  

(注) 連結財務諸表上、P 社が企業集団の外部に製品 A を販売した時点で利益が計上される。X1 年 3 月期

においては、S 社の個別財務諸表上では、利益が 400 及び法人税等、住民税及び事業税は 80 生じて

いるが、企業集団としては、当該利益 400 は計上されずに未実現利益となるため（2.(1)①の仕訳参

照）、当該未実現利益に係る税金の額 80（利益 400×法定実効税率 20％）を繰延税金資産として計上

する（第 34 項参照）。なお、X1 年 3 月期において計上した繰延税金資産については、売却元である S

社に適用されている税率が将来変更されても見直しは行わない（第 56 項参照）。また、X1 年 3 月期

以降、その回収可能性の判断を行わない（第 35 項参照）。 

 

＜X2年 3月期＞         （△：費用） 

 未実現利益消去前 

単純合算 

 未実現利益の 

消去仕訳 

 連結損益計算書 

税金等調整前当期純利益 300   400   700  

法人税等、住民税及び事業税 △90   －   △90  

法人税等調整額 －   △80   △80  

税金費用法人税等合計 △90   △80   △170  

当期純利益 210   320   530  

非支配株主に帰属する当期純利益 －   △64   △64  

親会社株主に帰属する当期純利益 210   256   466  

(注) X2 年 3 月期においては、P 社の個別財務諸表上において利益が 300 及び法人税等、住民税及び事業

税が 90 生じることに加えて、企業集団としては、未実現利益の実現に伴い利益が 400 生じ、当該未

実現利益の実現に応じて繰延税金資産が取り崩されることにより法人税等調整額 80 が生じる（第 34

項参照）。したがって、連結損益計算書の税金等調整前当期純利益 700 に対する税金費用（法人税等

調整額を含む。）170 が計上されることとなる。 
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[設例 9] 子会社が保有する親会社株式を当該親会社に売却した場合の連結財

務諸表における法人税等に関する取扱い 

 
（前 略） 

 

2. 会計処理 

(1) （略） 

 

(2) S社の個別財務諸表（X2年 3月期） 

① （略） 

 
② 決算時（X2 年 3月 31 日） 

(借) 法人税等、住民税及び事業

税 

30 (貸) 未払法人税等 30 

 

(3) P社の連結財務諸表（X2年 3月期） 

①～② （略） 

 

③ 子会社に生じる売却損益に対応する法人税等に対する親会社持分相当額の処理（X2

年 3月 31日） 

(借) 資本剰余金(*3) 24 (貸) 法人税等、住民税及び事業

税 

24 

(*3) 第 40 項に従って、S 社に生じる売却損益（親会社株式売却益）に対応する法人税等のうち P 社

持分相当額を資本剰余金から控除する。 

資本剰余金 24＝S 社で計上した法人税等、住民税及び事業税 30×P 社持分比率 80％ 
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[設例 10] （削 除）法定実効税率の算定 

 
1. 前提条件 

(1) A社の決算日は、3月 31日である。 

(2) A 社は、複数の事業所を有するが、主な所得源泉地である本社所在地に適用されてい

る税率を基に法定実効税率を算定している。当該所在地における地方公共団体では、超

過課税による税率により住民税及び事業税を課している。 

(3) X1 年 3 月 31 日において成立している法律又は条例に規定されている税率であって、

X1 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の法定実効税率の算定に関連する税率は、（表 1）

のとおりである。 

（表 1） 

 根拠となる法律及び条例 
X1 年 4 月 1 日以後開始する 

事業年度の税率 

法人税 法人税法 23.2 ％ 

地方法人税 地方法人税法 10.3 ％ 

特別法人事業税（基準法人

所得割） 
特別法人事業税等法 260.0 ％ 

住民税（法人税割）(*1) 

（超過課税による税率） 

 

条例 

 

10.4 ％ 

事業税（所得割） 

（標準税率） 

（超過課税による税率） 

 

地方税法 

条例 

 

1.0 ％ 

1.2 ％ 

(*1) 簡便的に、都道府県民税及び市町村民税の法人税割の税率を合わせて示している。 

 
2. 法定実効税率の計算式 

地方法人税及び住民税（法人税割）の税率は法人税額を課税標準として定められてい

る。また、特別法人事業税（基準法人所得割）の税率は、事業税（所得割）の標準税率

による税額を課税標準として定められている。これらを考慮すると、法人税、地方法人

税、住民税、事業税（所得割）及び特別法人事業税（基準法人所得割）の税金の額（以

下「合計税額」という。）並びに課税所得に対する合計税額の割合（以下「合計税率」と

いう。）は、次のとおり算定される。 

法人税額  ＝課税所得×法人税率 

地方法人税額  ＝課税所得×法人税率×地方法人税率 

住民税額（法人税割） ＝課税所得×法人税率×住民税率 

事業税額（所得割） ＝課税所得×事業税率 

特別法人事業税額（基準法人所得割）＝課税所得×事業税率（標準税率）×特別法人事

業税率 

合計税額 ＝ 課税所得×｛法人税率×（1＋地方法人税率＋住民税率）＋事業税率＋事
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業税率（標準税率）×特別法人事業税率｝ 

合計税率 ＝ 
合計税額 

＝法人税率×（1＋地方法人税率＋住民税率）＋事業税率

＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 
課税所得 

 

また、事業税（所得割）及び特別法人事業税（基準法人所得割）は、実際に納付する

事業年度の課税所得又は税務上の欠損金の計算上、損金に算入されることを勘案すると、

法定実効税率は、合計税率から、事業税率に法定実効税率を乗じた数値、並びに事業税

率（標準税率）、特別法人事業税率及び法定実効税率を連乗した数値を控除して求められ

る。 

法定実効税率＝合計税率－事業税率×法定実効税率－事業税率（標準税率） 

×特別法人事業税率×法定実効税率 

 

（1＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率）×法定実効税率 

＝合計税率 

 

法定実効税率＝ 
合計税率 

1＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 
 

上記の算式に、合計税率の算式を当てはめると、第 4項(11)に示した次の算式が求め

られる。 

法定実効税率＝ 

法人税率×（1＋地方法人税率＋住民税率）＋事業税率 

＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 

1＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 

 
3. 法定実効税率の算定 

A 社の X1 年 3 月期における決算において、X1 年 4 月 1 日以後開始する事業年度に解

消される将来減算一時差異に係る繰延税金資産及び将来加算一時差異に係る繰延税金

負債の計算に用いる法定実効税率は、次のとおり算定される。なお、法定実効税率は、

小数点以下第 2位を四捨五入している。 

法定実効税率 30.6％＝ 
23.2％×（1＋10.3％＋10.4％）＋1.2％＋1.0％×260.0％ 

1＋1.2％＋1.0％×260.0％ 
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[設例 11] （削 除）改正地方税法等が決算日以前に成立し、当該改正地方税

法等を受けた改正条例が当該決算日に成立していない場合の法定実

効税率の算定 

 
1. 前提条件 

(1) A社の決算日は、3月 31日である。 

(2) A 社は、複数の事業所を有するが、主な所得源泉地である本社所在地に適用されてい

る税率を基に法定実効税率を算定している。当該所在地における地方公共団体では、超

過課税による税率により住民税及び事業税を課している。 

(3) X2年 3月 31日に、改正地方税法等が国会で成立し、X2年 4月 1日以後開始する事業

年度の事業税（所得割）の標準税率が改正された。 

(4) X2年 4月 1日以後開始する事業年度の超過課税による税率を定めた改正条例は、X2年

3月 31日において成立していない。 

(5) 事業税（所得割）の制限税率は、標準税率に 1.7を乗じた税率である。 

(6) X2年 3月 31日において成立している、X1年 4月 1日から X2年 3月 31日までの間に

開始する事業年度（当期）及び X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の法定実効税率の

算定に関連する税率は、（表 1）のとおりである。 

（表 1） 

 根拠となる法律及び条例 

X1 年 4 月 1 日から 

X2 年 3 月 31 日まで

の間に開始する事業 

年度（当期）の税率 

X2 年 4 月 1 日 

以後開始する 

事業年度の税率 

法人税 法人税法 23.2 ％ 20.0 ％ 

地方法人税 地方法人税法 10.3 ％ 8.0 ％ 

特別法人事業税（基準法

人所得割） 
特別法人事業税等法 260.0 ％ 260.0 ％ 

住民税（法人税割）(*1) 

（超過課税による税率） 

 

条例 

 

10.4 ％ 

 

8.0 ％ 

事業税（所得割） 

（標準税率） 

（超過課税による税率） 

 

地方税法(*2)  

条例  

 

 (ア)1.0 ％ 

(イ)1.2 ％ 

 

 (ウ)0.6 ％ 

（未 定）(*3) 

(*1) 簡便的に、都道府県民税及び市町村民税の法人税割の税率を合わせて示している。 

(*2) X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の税率は、改正地方税法等に規定されている税率である。 

(*3) X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の税率は、改正地方税法等を受けた改正条例が成立して

いないため、未定である。 

 
2. X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度における事業税（所得割）の超過課税

による税率の算定 

当事業年度において地方税法等が改正され、かつ、当該改正地方税法等を受けた改正
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条例が決算日以前に成立していない場合、当該決算日において成立している条例に超過

課税による税率で課税することが規定されているときは、改正地方税法等に規定されて

いる標準税率に、当該決算日において成立している条例に規定されている超過課税によ

る税率が改正直前の地方税法等の標準税率を超える差分を考慮する税率による（第 48項

(2)②イ参照）。 

当該差分を考慮する税率については次の 2 つの方法が考えられることから、それぞれ

の方法で法定実効税率を算定する。 

(1) 第 49項(1)による方法 

(2) 第 49項(2)による方法 

 

(1) 第 49項(1)による方法により超過課税による税率を算定する場合の法定実効税率 

① X2年 4月 1日以後開始する事業年度における事業税（所得割）の超過課税による税

率の算定 

第 49項(1)の方法によると、超過課税による税率を算定する場合、改正地方税法

等に規定されている標準税率（（表 1）の(ウ)）に、決算日において成立している条

例に規定されている超過課税による税率（（表 1）の(イ)）が改正直前の地方税法等

の標準税率（（表 1）の(ア)）を超える数値を加えて算定する。 

したがって、第 49 項(1)による方法により X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度

における事業税（所得割）の超過課税による税率は、次のとおり 0.8％と算定され

る。 

0.8％＝0.6％＋（1.2％－1.0％） 

なお、この結果として得られた税率 0.8％は、改正地方税法に規定されている事

業税（所得割）の制限税率（1.02％＝0.6％×1.7）を超えない税率である。 

 
② X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度に解消する一時差異に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に用いる法定実効税率の算定 

①で算定した事業税（所得割）の超過課税による税率を前提とすると、X2年 4 月

1 日以後開始する事業年度に解消する一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に用いる法定実効税率は、次のとおり算定される。当該税率は、小数点以

下第 2位を四捨五入している。 

法定実効税率 25.0％＝ 
20.0％×（1＋8.0％＋8.0％）＋0.8％＋0.6％×260.0％ 

1＋0.8％＋0.6％×260.0％ 

 
(2) 第 49項(2)による方法により超過課税による税率を算定する場合の法定実効税率 



 
 

- 28 - 

① X2年 4月 1日以後開始する事業年度における事業税（所得割）の超過課税による税

率の算定 

第 49項(2)の方法によると、超過課税による税率を算定する場合、改正地方税法

等に規定されている標準税率（（表 1）の(ウ)）に、決算日において成立している条

例に規定されている超過課税による税率（（表 1）の(イ)）における改正直前の地方

税法等の標準税率（（表 1）の(ア)）に対する割合を乗じて算定する。 

したがって、第 49 項(2)による方法により X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度

における事業税（所得割）の超過課税による税率は、次のとおり 0.7％と算定され

る。当該税率は、小数点以下第 2位を四捨五入している。 

0.7％＝0.6％×（1.2％÷1.0％） 

なお、この結果として得られた税率 0.7％は、改正地方税法に規定されている事

業税（所得割）の制限税率（1.02％＝0.6％×1.7）を超えない税率である。 

 
② X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度に解消する一時差異に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に用いる法定実効税率の算定 

①で算定した事業税（所得割）の超過課税による税率を前提とすると、X2年 4 月

1 日以後開始する事業年度に解消する一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に用いる法定実効税率は、次のとおり算定される。当該税率は、小数点以

下第 2位を四捨五入している。 

法定実効税率 24.9％＝ 
20.0％×（1＋8.0％＋8.0％）＋0.7％＋0.6％×260.0％ 

1＋0.7％＋0.6％×260.0％ 

 

以 上 
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